
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険病院事業会計 



 



(総則)

平成３０年度飛騨市の国民健康保険病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

業務の予定量は、次のとおりとする。

市民病院

１日平均

１日平均

１日平均

老人保健施設たかはら

１日平均

１日平均

議案第　８７　号

人

利 用 者 数 年間 ２６,６４５ 人 ７３ 人

入 所 延 数 年間 ２６,６４５ 人 ７３

（２）

入 所 定 員 ７６ 人

外 来 患 者 数 年間 ５２,５５５ 人

患 者 数 年間 ７４,８２０ 人 ２７６ 人

入 院 患 者 数 年間 ２２,２６５

平成３０年度　飛騨市国民健康保険病院事業会計予算

第１条

第２条

（１）

病 床 数 ９１ 床

人 ６１ 人

人２１５
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- 238 -
(収益的収入及び支出)収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
第１款第１項第２項第２款第１項第２項
第１款第１項第２項第２款第１項第２項

支　　　　　出市 民 病 院 事 業 費 用
介 護 費 用 ３５５,５６９ 千円６,５４９ 千円介 護 外 費 用

介 護 収 益 ３１５,６２０ 千円介 護 外 収 益 ２７,８４３ 千円医 業 外 収 益 ２００,１１１ 千円老人保健施設たかはら事業収益 ３４３,４６３ 千円
１,５３８,２９９ 千円老人保健施設たかはら事業費用 ３６２,１１８ 千円医 業 費 用 １,５１６,７９５ 千円医 業 外 費 用 ２１,５０４ 千円

第３条 収　　　　　入市 民 病 院 事 業 収 益 １,３８６,２３５ 千円医 業 収 益 １,１８６,１２４ 千円



(資本的収入及び支出)
第１款 市民病院資本的収入第２項第４項第２款 老人保健施設たかはら資本的収入第２項第３項第１款 市民病院資本的支出第１項第２項第２款 老人保健施設たかはら資本的支出第１項第２項(債務負担行為)債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１５，３４８千円は、
９,２２１ 千円繰　入　金 ９,２２０ 千円寄　付　金 １ 千円

収　　　　　入 １４,１８８ 千円繰　入　金 １４,１８７ 千円
第４条

平成３４年度まで ３４,０００（単位：千円）第５条 事　　　　項 期　　　間

過年度分損益勘定留保資金１１５，３４８千円で補填するものとする。）。
寄　付　金 １ 千円

企業債償還金 ２３,０５１ 千円建 設 改 良 費 ８,０００ 千円
限　　度　　額 院内日常清掃業務委託（病院）

企業債償還金 ６０,９０１ 千円千円
支　　　　　出 １０７,７０６ 千円建 設 改 良 費 ４６,８０５ 千円３１,０５１
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- 240 -(一時借入金)一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。(議会の議決を経なければ流用することのできない経費）職員給与費 千円交　際　費　 千円(他会計からの補助金）(たな卸資産の購入限度額)たな卸資産の購入限度額は、１７６，９７９千円と定める。他会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１９０，１００千円である。第９条
第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に第６条

飛 騨 市 長　　　都　竹　　淳　也

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。（１） １,１３３,２６８

平成３０年２月２６日提出

（２） １,０３３第８条



収　　　入 （単位：千円）１ １,３８６,２３５１ 医 業 収 益 １,１８６,１２４１ 入 院 収 益 ６９１,０２４２ 外 来 収 益 ４０４,２１２３ その他医業収益 ９０,８８８２ 医業外収益 　 ２００,１１１１ 受取利息配当金 ３,０００２ 他会計補助金 １６４,５４８３ 患者外給食収益 １４４ 長期前受金戻入 ２６,４１０５ その他医業外収益 ６,１３９２ ３４３,４６３１ 介 護 収 益 ３１５,６２０１ 介護保険収益 ３１２,５２２３ その他介護収益 ３,０９８２ 介護外収益 　 ２７,８４３２ 他会計補助金 ２,１４５４ 長期前受金戻入 １７,３８８５ その他介護外収益 ８,３１０１,７２９,６９８

平成３０年度　飛騨市国民健康保険病院事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出 備　　　　　考

老人保健施設
合 計

市民病院事業収益 予　定　額目款 項

たかはら事業収益
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- 242 -支　　　出 （単位：千円）１ １,５３８,２９９１ 医 業 費 用 １,５１６,７９５１ 給与費 ９００,２８９２ 材料費 １６９,１７２３ 経費 ３０３,９１３４ 減価償却費 １３６,９９７５ 資産減耗費 １,６００６ 研究研修費 ４,８２４２ 医業外費用 　 ２１,５０４１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ３,２８５２ 患者外給食材料費 ５４３ 雑支出 １４,５９８４ 消費税 ３,５６７２ ３６２,１１８１ 介 護 費 用 ３５５,５６９１ 給与費 ２３２,９７９２ 材料費 １０,１６５３ 経費 ８４,１７０４ 減価償却費 ２７,４７６５ 資産減耗費 ５０６ 研究研修費 ７２９２ 介護外費用 　 ６,５４９１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ５,３６６３ 雑支出 ５０１４ 消費税 ６８２１,９００,４１７合 計

備　　　　　考市民病院事業費用

老人保健施設

款 項 目 予　定　額

たかはら事業費用



収　　　入 （単位：千円）１ １４,１８８２ 繰入金 １４,１８７１ 他会計繰入金 １４,１８７４ 寄付金 １１ 寄付金 １２ ９,２２１２ 繰入金 ９,２２０１ 他会計繰入金 ９,２２０３ 寄付金 １１ 寄付金 １２３,４０９支　　出 （単位：千円）１ １０７,７０６１ 建設改良費 ４６,８０５１ 有形固定資産購入費 ４６,８０５２ 企業債償還金 ６０,９０１１ 企業債償還金 ６０,９０１２ ３１,０５１１ 建設改良費 ８,０００１ 有形固定資産購入費 ８,０００２ 企業債償還金 ２３,０５１１ 企業債償還金 ２３,０５１１３８,７５７合 計

予　定　額 備　　　　　考市民病院資本的支出
老人保健施設

款
たかはら資本的支出

資　本　的　収　入　及　び　支　出予　定　額

項 目

備　　　　　考市民病院資本的収入款 項
たかはら資本的収入老人保健施設

目

合 計

- 243 -



- 244 -（単位：円）市民病院 老人保健施設たかはら 病院事業　計Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー当期純利益又は純損失 △ 161,027,208 △ 19,871,293 △ 180,898,501減価償却費 136,997,000 27,476,000 164,473,000長期前受金戻入額 △ 26,410,000 △ 17,388,000 △ 43,798,000貸倒引当金増加額 400,000 0 400,000受取利息及び配当金 △ 3,000,000 0 △ 3,000,000支払利息及び企業債取扱諸費 3,285,000 5,366,000 8,651,000固定資産除却損（除却費） 1,000,000 0 1,000,000引当金の増加額 395,000 515,000 910,000寄付金の増加額 1,000 1,000 2,000小　　計 △ 48,359,208 △ 3,901,293 △ 52,260,501受取利息及び配当金 3,000,000 0 3,000,000支払利息及び企業債取扱諸費 △ 3,285,000 △ 5,366,000 △ 8,651,000業務活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 48,644,208 △ 9,267,293 △ 57,911,501Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー有形固定資産の購入による支出 △ 42,592,592 △ 7,407,407 △ 49,999,999投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 42,592,592 △ 7,407,407 △ 49,999,999Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー企業債の償還による支出 △ 60,901,000 △ 23,051,000 △ 83,952,000一般会計からの繰入金 14,187,000 9,220,000 23,407,000リース債務支出 △ 745,000 0 △ 745,000財務活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 47,459,000 △ 13,831,000 △ 61,290,000Ⅳ 資金増加額（又は減少額） △ 138,695,800 △ 30,505,700 △ 169,201,500Ⅴ 資金期首残高 386,018,878 797,653,156 1,183,672,034Ⅵ 資金期末残高 247,323,078 767,147,456 1,014,470,534

平成３０年度 飛騨市国民健康保険病院事業 予定キャッシュ・フロー計算書　（間接法）



１．一　般　職　　（１）　総　　　括区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）本 年 度 80 295,696 329,153 624,849 104,618 729,467前 年 度 81 297,200 288,297 585,497 102,407 687,904比 較 △ 1 △ 1,504 40,856 39,352 2,211 41,563
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外・管理職特勤手当 初任給調整手当 児童手当（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）本 年 度 7,260 2,634 6,160 24,610 74,585 19,301 3,120前 年 度 6,948 2,022 6,019 29,171 25,656 24,534 3,945比　　 較 312 612 141 △ 4,561 48,929 △ 5,233 △ 825宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 夜間勤務手当 退職手当組合負担金（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）本 年 度 19,067 3,554 65,593 46,612 4,530 8,601 43,526前 年 度 18,533 3,531 65,185 43,910 4,590 8,902 45,351比     較 534 23 408 2,702 △ 60 △ 301 △ 1,825

区　　分

給　　与　　費　　明　　細　　書

職員手当の 内 訳

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分
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- 246 -　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細増　　減　　額(千円) (千円)給　　　料 △ 1,504 定期昇給に伴う増加分 3,294 (54人) 3,294 平均昇給率昇 給 月職 員 数制度改正に伴う増加分 456 (59人) 456その他の増減分 △ 5,254 退 職 (6人) △ 19,841採 用 (5人) 15,469育 児 休 業 (2人) △ 711会 計 間 異 動 (1人) △ 171
職員手当 40,856 定期昇給に伴う増加分 633 633制度改正に伴う増加分 2,624 2,624その他の増減分 37,599 退 職 △ 35,815採 用 22,911育 児 休 業 △ 247会 計 間 異 動 38支 給 対 象 異 動 50,712

給与改定

区　　　分 増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳 説 明 備 考1.30%1月54給与改定



　　（３）　給料及び職員手当の状況      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初　　任　　給
338,550 426,225 265,495 46.445.6平 均 年 齢 (歳) 42.8 42.0 41.1428,260 280,911 294,806

区 分 行　政　職 医　　　療　　　職 技能労務職医　　　師 医 療 技 術 看　護　師平成30年4月1日現在 (円) 308,593平 均 給 与 月 額 (円) 449,170 1,464,200 328,829平 均 年 齢 (歳) 47.0 41.1 41.2 381,174平 均 給 料 月 額

区 分 行　政　職 医　　　療　　　職 技能労務職 国 の 制 度行政職(一) 医　　　療　　　職 行政職(二)
平 均 給 与 月 額 (円) 382,570 1,458,131 338,300 368,842
医　　師 医療技術 看 護 師 医療(一) 医療(二) 医療(三)

平成29年4月1日現在 平 均 給 料 月 額 (円) 313,644

197,100高 校 卒 147,100 147,100163,200 188,800 159,800 163,200大 学 卒 179,200 331,100 185,400 209,200 188,800短 大 ３ 卒 174,200 197,100短 大 ２ 卒 159,800 179,200 331,100 185,400 209,200174,200
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- 248 -      ウ　級 別 職 員 数 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）６　　級 1 16.6 1 4.8 2 4.1５　　級 1 16.6 2 9.5 3 6.1４　　級 1 25.0 3 14.3 8 16.3３　　級 4 66.8 1 25.0 10 47.6 28 57.2２　　級 1 4.8 1 2.0１　　級 2 50.0 4 19.0 7 14.3計 6 100.0 4 100.0 21 100.0 49 100.0６　　級 1 14.3 1 5.0 2 4.1５　　級 1 14.3 2 10.0 3 6.1４　　級 1 20.0 4 20.0 8 16.3３　　級 4 57.1 1 20.0 8 40.0 24 49.0２　　級 1 20.0 3 15.0 3 6.1１　　級 1 14.3 2 40.0 2 10.0 9 18.4計 7 100.0 5 100.0 20 100.0 49 100.0　　　（級別の標準的な職務内容）６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級部長･所長･参事 課　　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事理事・病院管理者 病 院 長 診療所長・診療部長 医　　長 医　　師技術部長 科　　長 科　　長 技　　師 技　　師 技 師 補看護部長 看護師長 主任看護師 看 護 師 看 護 師 准看護師
区　　分　 　行　政　職 　　医療職（一） 　　医療職（二）　 　医療職（三）

平成29年4月1日現在

区　　　　　　　分 級 行　　　政　　　職 技能労務職医療職（医療技師） 医療職（看護師）
平成30年4月1日現在

医療職（医師）



      エ　昇 給 行 政 職 医 療 職 技 能 労 務 職職 員 数 (A) (人) 80 6 74昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 64 5 59１号給 (人)２号給 (人)３号給 (人) 3 1 2４号給 (人) 61 4 57６号給 (人)８号給 (人)比 率 (B)/(A) (％) 80.0 83.3 79.7職 員 数 (A) (人) 81 7 74昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 69 5 64１号給 (人)２号給 (人)３号給 (人) 7 1 6４号給 (人) 62 4 58６号給 (人)８号給 (人)比 率 (B)/(A) (％) 85.2 71.4 86.5

代 表 的 な 職 種

前年度 号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
本年度 号 給 数 別 内 訳
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- 250 -　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 定年前早期退職特例措置
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

退 職 時特 別 昇 給 備 考定年前早期退職特例措置
20年勤続の者ああああ(月分) 25年勤続の者ああああ(月分) 35年勤続の者ああああ(月分) 最 高 限 度あああ (月分) その他の加算措置等
２．１２５ ２．２７５ ４．４０ 有２．０７５ ２．２２５ ４．３０ 有 備 考６月(月分) 12月(月分)２．１２５ ２．２７５ ４．４０ 有支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計あああA(月分) 職制上の段階、職務のあ級等による加算措置

国 の 制 度あ（ 支 給 率 等 ）

区 分本 年 度前 年 度
区 分支 給 率 等

国 の 制 度



　キ　特　殊　勤　務　手　当 行 政 職 医 療 職給料総額に対する比率 8.3 9.2 支 給 対 象 職 員 の 比 率
　ク　その他の手当 国 の 制 度 と の 異 同区 分

区 分 全 職 種
58.1 （平成３０年４月１日現在）（％） 代 表 的 な 職 種

代表的な特殊勤務手当の名称（％） 53.8 医 師 手 当 ・ 夜 間 看 護 等 手 当
差　　　異　　　の　　　内　　　容住 居 手 当通 勤 手 当 同　　　　　　じ同　　　　　　じ扶 養 手 当 同　　　　　　じ
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121,861 34,000 34,000 院内日常清掃業務委託（病院） 34,000 ― 31～34  ―
11,886 11,886 寝具類賃貸借業務委託 （たかはら） 8,300 29 30～32 6,800 6,800 寝具類賃貸借業務委託（病院） 13,500 29 30～321,6141,500

4,4552,345 71,914 71,914 給食サービス提供業務委託（たかはら） 109,000 29 30～31 67,321 67,321 給食サービス提供業務委託（病院） 117,000 29 30～3145,08641,679
56,870

7761,32649656,870
（年度）限度額

28～29 30～32
医業収益金額32432430428,630 30～3330～33

(年度) 左の財源内訳
 自動錠剤包装機保守点検委託 送信機（心電図、呼吸他) 保守点検委託

平成30年度以降の支出予定額期間 金額 負担金及び補助金 企業債 一般撮影装置保守点検委託
平成29年度末までの支出（見込）額期間

債務負担行為に関する調書

1,1001,650800

391,350

（単位：千円）
7761,326496

269,489269,489

30～33

―合計

28～292928～29

―

 電子カルテシステム及び部門システム保守点検委託 85,500
事　　　　項

9,400 白衣等賃貸借業務委託　（たかはら） 9,400 ―   ― 30～33 9,400 内視鏡スコープ保守委託 4,300 29 55 30～32 4,245 4,245
 感染性廃棄物運搬処分業務委託 6,800 29 30～31 4,455



円 円 円 円１ 固定資産（１） 有形固定資産イ 建　　　物 3,450,714,078減価償却累計額 △ 2,000,787,596 1,449,926,482ロ 構　築　物 57,792,213減価償却累計額 △ 54,299,879 3,492,334ハ 器械及び備品 1,019,904,574減価償却累計額 △ 801,740,403 218,164,171ニ 車両及び運搬具 8,677,049減価償却累計額 △ 8,507,908 169,141ホ リース資産 4,469,760減価償却累計額 △ 4,221,520 248,240ヘ 建設仮勘定 0 1,672,000,368 1,672,000,368２ 流動資産（１） 現金預金 1,014,470,534（２） 未収金 425,333,003貸倒引当金 △ 820,000 424,513,003（３） 保管有価証券 5,000,000（４） 貯蔵品 9,624,847 1,453,608,3843,125,608,752資 産 合 計流 動 資 産 合 計

平成３０年度 飛騨市国民健康保険病院事業 予定貸借対照表（ 平成３１年３月３１日 ）資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計固 定 資 産 合 計
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- 254 -円 円 円 円３ 固定負債（１） 企業債イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 466,850,630（２） リース債務 △ 496,720（３） 引当金イ その他引当金 5,363,550 471,717,460４ 流動負債（１） 企業債イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 71,461,843（２） リース債務 744,960（３） 未払金 96,700,409（４） 引当金イ 賞与引当金 44,252,000（５） その他流動負債イ 預かり有価証券 5,000,000 218,159,212５ 繰延収益（１） 長期前受金イ 国庫補助金 13,675,000ロ 県補助金 29,351,000ハ 他会計補助金 826,611,779

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計



円 円 円 円（２） 収益化累計額イ 国庫補助金 △ 5,195,675ロ 県補助金 △ 23,600,747ハ 他会計補助金 △ 497,673,977 343,167,3801,033,044,052６ 資本金（１） 資本金 2,133,448,497７ 剰余金（１） 資本剰余金イ 寄付金 115,698,875ロ その他資本剰余金 16,855,000 132,553,875（２） 利益剰余金イ 減債積立金 284,669,000ロ 建設改良積立金 129,557,610ハ 当年度未処理欠損金（１）前年度繰越欠損金 406,765,781（２）当年度純損失 180,898,501 587,664,282 △ 173,437,672△ 40,883,7972,092,564,7003,125,608,752負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計負 債 合 計 資　　本　　の　　部
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金 合 計剰 余 金 合 計資 本 合 計
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- 256 -注 記Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。１．資産の評価基準及び評価方法　貯蔵品　　　病院事業の貯蔵品は薬品及び診療材料で、短期間で費用化されるため原価法によっている。２．固定資産の減価償却の方法(1) 有形固定資産　 定額法による。　　　主な耐用年数　　建物 ６年～３９年　　構築物 １０年～５０年　　器械及び備品 ３年～１５年　　車両運搬具 ４年　　リース資産　　器械及び備品 ６年(2) リース資産　リース資産の減価償却の方法は、利息相当分を区分せず、リース料総額を資産及び負債に計上する簡便処理を適用している。３．引当金の計上方法(1) 退職給付引当金　職員の退職手当は、飛騨市国民健康保険病院事業（以下「病院事業」という。）が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。(2) 貸倒引当金　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。(3) 賞与引当金及び法定福利費引当金　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。(4) その他引当金　新制度の引当金（修繕引当金・特別修繕引当金）の計上要件を満たしていないため、旧制度の修繕引当金の使途のまま「その他引当金」として計上している。４．消費税等の会計処理　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。



Ⅱ．予定キャッシュフロー計算書等関連　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は無い。Ⅲ．予定貸借対照表等関連１．企業債の償還に係る他会計の負担　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「病院事業に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担すると見込まれる額は、３７９，９７７千円である。（単位：千円）借入目的 借入年度 借入額 Ｈ29年度末未償還残高 一般会計将来負担見込額病院移転新築工事 昭和６３年度 10,000 670 447ＭＲＩ専用室増築工事 平成８年度 83,000 36,678 24,452リハビリ・透析棟増築工事 平成１８年度 59,100 46,977 23,489リハビリ・透析棟増築工事 平成１８年度 40,900 32,087 16,044省エネルギー改修事業 平成２１年度 17,700 4,545 2,273省エネルギー改修事業 平成２１年度 12,300 3,158 1,579省エネルギー改修事業 平成２２年度 130,000 49,848 24,924全身ＣＴ更新事業 平成２５年度 50,000 12,538 6,269電子カルテ更新事業 平成２７年度 100,000 60,060 30,030飛騨市民病院　計 503,000 246,561 129,507たかはら新病院建設事業 平成１３年度 150,000 93,937 62,625たかはら新病院建設事業 平成１４年度 443,400 281,768 187,845老人保健施設たかはら　計 593,400 375,705 250,470合計 1,096,400 622,266 379,977Ⅳ．セグメント情報の開示１．報告セグメントの概要　病院事業は、飛騨市民病院、老人保健施設たかはらの２事業を運営しており、各事業毎に運営方針等を決定していることから、「飛騨市民病院」及び「老人保健施設たかはら」の２つを報告セグメントとした。　なお、各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。
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- 258 -事業区分 標榜診療科　内科、外科、整形外科、小児科他　全１５科　　救急告示病院　（救急専用病床３床）老人保健施設たかはら２．報告セグメントごとの医業収益等　　（自　平成３０年４月１日　至　平成３１年３月３１日）(1) 当年度の医業収益等　 （単位：千円）飛騨市民病院 老人保健施設 病院事業　計医業収益 1,180,144 315,390 1,495,534医業費用 1,480,695 348,439 1,829,134医業損益 △ 300,551 △ 33,049 △ 333,600経常損益 △ 161,027 △ 19,871 △ 180,898セグメント資産 1,633,999 1,439,045 3,073,044セグメント負債 413,615 618,078 1,031,693その他の項目他会計繰入金　(市補助分：収益) 163,548 2,145 165,693他会計繰入金　(市補助分：資本) 14,187 9,220 23,407他会計繰入金　(県補助分) 1,000 0 1,000減価償却費 136,997 27,476 164,473特別利益 0 0 0特別損失 0 0 0有形固定資産の増加額 42,593 7,407 50,000(2) 一般会計繰入金　(市補助分)　一般会計からの補助金（繰入金）は、総務省通知（平成２９年４月３日付 総財公第４１号 総務副大臣通知 「平成２９年度の地方公営企業操出金について」）に基づき積算している。　また、飛騨市に交付される病院事業に係る普通交付税及び特別交付税額を参酌し、一般会計からの補助金（繰入金）の上限額を設定している。

事業の内容飛騨市民病院 保険医療機関　　　入院　一般病床５８床、　医療療養病床３３床　　介護老人保健施設　　入所定員　７６人　　通所サービスの提供無



(3) 一般会計繰入金　(県補助分)　の内訳 （単位：千円）飛騨市民病院 老人保健施設 病院事業　計収益的収入地域医療確保事業費補助金 1,000 0 1,000　富山大学医学部と実施している「神通川プロジェクト」に対する岐阜県補助金　　補助事業名　：　岐阜県地域医療確保事業費補助金　　　補助率 　ソフト事業　1/2Ⅴ．リース契約により使用する固定資産１．リース取引の処理方法　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額１年内 744,960 円１年超 248,280 円計 993,240 円
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円 円 円1111 (1) 入 院 収 益 968,955,333(2) 外 来 収 益 403,823,074(3) 訪 問 看 護 収 益 16,749,000(4) そ の 他 医 業 収 益 86,491,257 1,476,018,6642222 (1) 給 与 費 1,134,587,479(2) 材 料 費 167,287,958(3) 経 費 325,519,238(4) 減 価 償 却 費 169,310,000(5) 資 産 減 耗 費 1,650,000(6) 研 究 研 修 費 5,329,623 1,803,684,298医 業 損 失 327,665,634

平成２９年度　飛騨市国民健康保険病院事業　予定損益計算書（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）医医医医　　　　業業業業　　　　収収収収　　　　益益益益
医医医医　　　　業業業業　　　　費費費費　　　　用用用用



円 円 円3333 (1) 受 取 利 息 配 当 金 3,000,000(2) 他 会 計 補 助 金 163,895,000(3) 患 者 外 給 食 収 益 12,962(4) 長 期 前 受 金 戻 入 44,806,000(5) そ の 他 医 業 外 収 益 13,186,606 224,900,5684444 (1) 支 払 利 息 及 び企 業 債 取 扱 諸 費 9,418,000(2) 患 者 外 給 食 材 料 費 50,000(3) 雑 支 出 62,862,913 72,330,913 152,569,655経 常 損 失 175,095,9795555 (1) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0当 年 度 純 損 失 175,095,979前 年 度 繰 越 欠 損 金 231,669,802当年度未処理欠損金 406,765,781
特別損失特別損失特別損失特別損失

医医医医　　　　業業業業　　　　外外外外　　　　収収収収　　　　益益益益
医医医医　　　　業業業業　　　　外外外外　　　　費費費費　　　　用用用用
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円 円 円 円１ 固定資産（１） 有形固定資産イ 建　　　物 3,450,714,078減価償却累計額 △ 1,897,210,596 1,553,503,482ロ 構　築　物 57,792,213減価償却累計額 △ 54,023,879 3,768,334ハ 器械及び備品 989,904,575減価償却累計額 △ 761,129,403 228,775,172ニ 車両及び運搬具 8,677,049減価償却累計額 △ 8,243,908 433,141ホ リース資産 4,469,760減価償却累計額 △ 3,476,520 993,240ヘ 建設仮勘定 0 1,787,473,369 1,787,473,369２ 流動資産（１） 現金預金 1,183,672,034（２） 未収金 425,333,003貸倒引当金 △ 420,000 424,913,003（３） 保管有価証券 5,000,000（４） 貯蔵品 9,624,847 1,623,209,8843,410,683,253流 動 資 産 合 計

平成２９年度 飛騨市国民健康保険病院事業 予定貸借対照表 （ 平成３０年３月３１日 ）資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計固 定 資 産 合 計
資 産 合 計



円 円 円 円３ 固定負債（１） 企業債イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 538,313,630（２） リース債務 248,280（３） 引当金イ その他引当金 5,363,550 543,925,460４ 流動負債（１） 企業債イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 83,950,843（２） リース債務 744,960（３） 未払金 96,700,409（４） 引当金イ 賞与引当金 43,342,000（５） その他流動負債イ 預かり有価証券 5,000,000 229,738,212５ 繰延収益（１） 長期前受金イ 国庫補助金 13,675,000ロ 県補助金 29,351,000ハ 他会計補助金 803,204,779

負　　債　　の　　部
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計
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- 264 -円 円 円 円（２） 収益化累計額イ 国庫補助金 △ 4,876,675ロ 県補助金 △ 22,759,747ハ 他会計補助金 △ 455,035,977 363,558,3801,137,222,052６ 資本金（１） 資本金 2,133,448,497７ 剰余金（１） 資本剰余金イ 寄付金 115,696,875ロ その他資本剰余金 16,855,000 132,551,875（２） 利益剰余金イ 減債積立金 284,669,000ロ 建設改良積立金 129,557,610ハ 当年度未処理欠損金（１）前年度繰越欠損金 231,669,802（２）当年度純損失 175,095,979 406,765,781 7,460,829140,012,7042,273,461,2013,410,683,253負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計負 債 合 計 資　　本　　の　　部
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金 合 計剰 余 金 合 計資 本 合 計



収　　入 （単位：千円）１ 38,945１ 医業収益 37,093１ 入院収益 34,873 １ 一部負担収益 92,331２ 一般私費収益 3,600３ 保険給付収益 595,093２ 外来収益 223 １ 一部負担収益 60,287２ 一般私費収益 2,295３ 保険給付収益 341,630３ 1,997 １ 室料差額収益 8,165２ 公衆衛生活動収益 12,772３ 医療相談収益 29,879４ 受託検査施設利用収益 8,182５ 救急輪番負担金 16,066６ その他医業収益 15,824２ 医業外収益 1,852１ 0 １ 預金利息 3,000

平成３０年度　飛騨市国民健康保険病院事業予算説明書収　益　的　収　入　及　び　支　出　目

200,111 198,2593,000 3,000

本 年 度予 定 額款 項 691,0241,186,124市民病院事業収益

その他医業収益

1,386,235
404,212

受取利息配当金
90,888

説 明金　額区　　分656,151
88,891

節前 年 度予 定 額1,149,031
403,989

1,347,290 比 較
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２ 2,931 １ 一般会計繰入金 163,548 へき地医療に要する経費救急医療に要する経費高度医療に要する経費不採算医療に要する経費研究研修費に要する経費医師確保に要する経費　他２ 一般会計補助金 1,000３ 0 １ 患者外給食収益 14４ △ 1,141 １ 他会計補助金分 11,459３ 県補助金分 764４ 企業債元金繰入分 14,187５ 62 1 不用品売却収益 1２ その他医業外収益 6,138２ △ 409１ 介護収益 △ 588１ △ 549 １ 一部負担収益 70,274３ 保険給付収益 242,248

老人保健施設たかはら事業収益 介護保険収益

14
164,548

6,077その他医業外収益

他会計補助金 前 年 度予 定 額 比 較 区　　分款 項 目 本 年 度予 定 額

6,139
患者外給食収益長期前受金戻入 26,410

説 明金　額節

313,071343,463 343,872316,208
27,55114
161,617 企業債償還金利子分

312,522315,620



３ △ 39 ６ その他介護収益 3,098２ 介護外収益 179１ 受取利息配当金 0２ △ 133 ２ 一般会計補助金 2,145４ 133 １ 他会計補助金分 7,772２ 国庫補助金分 319３ 県補助金分 77４ 企業債元金繰入分 9,220５ 179 1 不用品売却収益 1２ その他介護外収益 8,309

比 較 節 説 明区　　分 金　額款 項 目 本 年 度予 定 額 前 年 度予 定 額
027,664その他介護収益 3,098 3,137

企業債償還金利子分
8,131その他介護外収益 8,310

長期前受金戻入 17,388他会計補助金 2,14527,8430 17,2552,278
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- 268 -支　　出 （単位：千円）１ 70,147１ 医業費用 71,995１ 給与費 39,270 １ 医師給 20,567 4 人２ 看護師給 148,839 41 人３ 医療技術員給 57,763 17 人４ 事務員給 20,506 5 人６ 医師手当 78,023７ 看護師手当 124,236８ 医療技術員手当 42,101９ 事務員手当 18,47711 賃金 115,41412 報酬 136,95813 法定福利費 100,06714 賞与引当金繰入額 31,62715 法定福利費引当金繰入額 5,711２ 材料費 △ 102 １ 薬品費 69,600２ 診療材料費 94,155３ 給食材料費 3,419４ 医療消耗備品費 1,998３ 経費 36,928 ２ 旅費交通費 690 赴任旅費等３ 職員被服費 4,667４ 消耗品費 6,900５ 消耗備品費 700６ 光熱水費 21,773７ 燃料費 26,132８ 食糧費 992

比 較1,468,152

169,274

861,019

高カロリー食等破損品補充用被服貸与等事務用品、日用品等破損品補充用電気料、水道料ＬＰガス、重油、ガソリン

説 明区　　分

看護師、看護助手等非常勤医師正職分83,123千円 臨職分16,944千円内服薬、注射薬、外用薬、その他手術用材料、透析用材料等
非常勤医師食事等

金　額

平成31年6月支給の12月～3月分平成31年6月支給の12月～3月分

節本 年 度予 定 額款 項 1,444,800

169,172
303,913 266,985

市民病院事業費用 1,538,299900,2891,516,795目 前 年 度予 定 額



９ 印刷製本費 31210修繕料 48,00011保険料 2,24612賃借料 37,38313通信運搬費 2,12914委託料 138,90315諸会費 2,19116貸倒引当金繰入額 40017雑費 6,00018交際費 99519広告宣伝費 3,500４ 減価償却費 △ 4,101 １ 建物減価償却費 79,030２ 構築物減価償却費 276３ 器械備品減価償却費 56,682４ 車両減価償却費 264５ リース資産減価償却費 745５ 資産減耗費 0 １ 棚卸資産減耗費 600２ 固定資産除却費 1,000６ 研究研修費 0 １ 謝金 400２ 図書費 460３ 旅費 2,030４ 研究雑費 1,934２ 医業外費用 △ 1,848１ △ 436 １ 企業債利息 3,230２ 一時借入金利息 5521,504

給食業務委託、医療機器保守等医師会、自治体病院協議会費等ゴミ処理料等医師等募集広告

研修旅費研修参加費

前 年 度予 定 額 比 較

3,721

説 明区　　分 金　額 医療用機器、病棟・診療棟修繕病院賠償、建物火災等在宅酸素機器レンタル等電話料、郵便料等
節

4,824 4,824

款 項 目 本 年 度予 定 額

136,997

支払利息及び企業債取扱諸費
1,600 1,600

23,3523,285

141,098
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- 270 -
２ 0 １ 患者外給食材料費 54３ 雑支出 △ 1,412 １ 不用品売却原価 10２ その他雑支出 14,588４ 消費税 0 １ 消費税 3,567２ 7,109１ 介護費用 7,281１ 給与費 6,083 ２ 看護師給 33,129 8 人３ 医療技術員給 10,960 4 人４ 事務員給 3,932 1 人７ 看護師手当 19,793８ 医療技術員手当 5,826９ 事務員手当 3,29311賃金 116,52613法定福利費 32,60614 賞与引当金繰入額 5,777 平成31年6月支給の12月～3月分15 法定福利費引当金繰入額 1,137 平成31年6月支給の12月～3月分２ 材料費 △ 832 １ 薬品費 2,009２ 診療材料費 6,961３ 給食材料費 835４ 医療消耗備品費 360３ 経費 2,860 ２ 旅費交通費 21３ 職員被服費 1,757４ 消耗品費 2,000５ 消耗備品費 478

362,118 226,896

10,165 10,997
84,170 81,310

金　額区　　分節
348,288
16,010

正職分14,634千円 臨職分17,972千円内服薬、注射薬、外用薬紙おむつ、衛生材料等ソフト食加工材料等破損品補充用被服貸与等破損品補充用事務用品、日用品等

医師、看護師、介護職員等

説 明
病院中期計画指導管理等355,5693,567

54
232,979 3,567355,009

前 年 度予 定 額 比 較款 項 目
老人保健施設たかはら事業費用

本 年 度予 定 額 5414,598患者外給食材料費



６ 光熱水費 9,000７ 燃料費 6,959８ 食糧費 46９ 印刷製本費 5710修繕料 7,00011保険料 43712賃借料 2,95013通信運搬費 34414委託料 51,20515諸会費 77017雑費 1,10818交際費 38４ 減価償却費 △ 736 １ 建物減価償却費 24,547３ 器械備品減価償却費 2,929５ 資産減耗費 0 １ 棚卸資産減耗費 50６ 研究研修費 △ 94 １ 謝金 30２ 図書費 120３ 旅費 335 研修旅費４ 研究雑費 244 研修参加費２ 介護外費用 △ 172１ △ 331 １ 企業債利息 5,365２ 一時借入金利息 1３ 雑支出 0 １ 不用品売却原価 1２ その他雑支出 500

電気料、水道料灯油、ガソリン、軽油

50
給食業務委託等医師会、老健協会、各医療技術会他27,476 28,21250

金　額区　　分節
医療用機器等賠償保険、建物火災他寝具、カーテン等電話料、郵便料他受信料、ゴミ処理料等

説 明款 項 目 本 年 度予 定 額 比 較前 年 度予 定 額

支払利息及び企業債取扱諸費 5015,366 5,697
729 823

6,549 6,721501
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４ 消費税 159 １ 消費税 682金　額節款 項 目 本 年 度予 定 額 前 年 度予 定 額 比 較 説 明区　　分682 523



収　　入 （単位：千円）１ 109２ 繰入金 109１ 109 １ 一般会計繰入金 14,187４ 寄付金 0１ 0 １ 寄付金 1２ 133２ 繰入金 133１ 133 １ 一般会計繰入金 9,220３ 寄付金 0１ 0 １ 寄付金 1寄付金 1 1
寄付金 1 1

1 19,220 9,0879,221
説 明金　額14,078 比 較14,187 節区　　分14,18714,188 14,079

1 1
資　本　的　収　入　及　び　支　出　

他会計繰入金 9,0879,220
14,078
9,088

款 項
老人保健施設たかはら資本的収入

市民病院資本的収入 前 年 度予 定 額本 年 度予 定 額他会計繰入金目
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- 274 -支　　出 （単位：千円）１ 16,436１ 建設改良費 16,000１ 16,000 １ 器械及び備品購入費 46,000２ リース資産購入費 805２ 436１ 436 １ 企業債償還金 60,901２ 6,231１ 建設改良費 5,900１ 5,900 １ 器械及び備品購入費 8,000２ 331１ 331 １ 企業債償還金 23,051
24,8202,1008,000 2,10022,72022,720

老人保健施設たかはら資本的支出 有形固定資産購入費 8,00031,051
企業債償還金 23,051企業債償還金 23,051

市民病院資本的支出款 項
企業債償還金 60,901

目 107,706本 年 度予 定 額46,805
60,46546,805 30,805

企業債償還金 60,901 60,465
説 明区　　分 金　額節

有形固定資産購入費
比 較30,805前 年 度予 定 額91,270


